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1．は じ め に  

筆者らは，まくらぎ端部において小型

FWD（以下，FWD）1）測定を行うことで，

軌道補修の高品質化を目的とした軌道補修

後の力学的な施工管理方法（以下，軌道支持

剛性評価法）の開発を進めている 2）。 

本評価法は，FWD 測定から得られるまく

らぎの支持剛性を評価するまくらぎ支持ば

ね係数（以下，Ks）と，まくらぎの支持状態

を評価する応答変位遅延時間（以下，TD）を

評価指標として用いるものである。これまで

に試験線および営業線の軌道補修において

その有効性を検討したところ，軌道補修前後

のつき固め補修効果を定量的に評価できる

が，経時変化に伴う軌道変位の推移との相関

に課題があった。 

そこで，新バラストと細粒土混入バラスト

の道床を用いた実物大模型に対して繰返し

載荷試験を行い，Ksおよび TDならびにまく

らぎ変位振幅の関係性を定量的に把握する

こととした。本報では，得られた知見を報告

する。 

2．実物大模型試験 

 本評価法の評価指標である Ksおよび TDとまくらぎ変位の関

係を検討するため，新バラストと細粒土混入バラストの道床を

用いた実物大模型軌道による繰返し載荷試験を行った。 

図 1 に実物大模型の概要を示す。模型路盤は，軌道変位進み

が比較的大きくなるように，路盤剛性を比較的低い K30 値

50MN/m3に設定し，FEM 解析を用いて層構成を決定した。軌

道模型は，まず，路盤上に細粒土混入バラストもしくは新バラ

ストを厚さ 180mm となるように投入して振動バイブレーター

で締め固め，軌きょうを設置する。その後，道床厚 200mm と

なるように 20mm 扛上してタイタンパー補修を行い，レールレ

ベルを調整した。細粒土混入バラストは，M-40 の乾燥重量に

対して 10％のカオリンを添加して作製した。なお，列車の繰り

返し通過により密に締め固まった道床状態を模擬するため，新

バラストは単位体積重量試験結果を考慮して密度 1.6t/m3，細

粒土混入バラストは密度 2.0t/m3（締固め密度比 D 値=90％）

で締め固めて構築した。図 2 に各ケースの道床状態を，図 3 に

バラストの粒度分布を示す。また，軌道模型の両端のまくらぎ

を無道床とすることで，浮まくらぎが発生しやすい条件とした。 

載荷条件は，載荷荷重が 5～105kNと 5～165kNの 2条件で，

載荷周波数 5Hz の正弦波，載荷回数 60 万回とした。また，30

万回載荷後に降雨時の影響を考慮するため，まくらぎ周辺に散

水(10L/m2)を行った。FWD 測定は，表 1 に示す載荷回数にお

いて，載荷を中断して実施した。FWDの載荷条件は，重錘 10kg，

落下高さ 500mm（作用荷重 7kN 程度）とした。 

 
（a） 上面および軌道横断方向の断面 
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（b） 軌道長手方向の断面 
図 1 実物大模型の概要 

 

  
図 2 各ケースの道床状態 
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図 3 バラストの粒度分布 

表 1 FWD 測定のタイミング 
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FWD測定を行った載荷回数 備考

載荷前 載荷試験前

100回載荷後

1,000回載荷後

10,000回載荷後

300,000回載荷後（散水前）

300,000回載荷後（散水後） 散水後

300,100回載荷後 載荷荷重5～105kNのみ実施

301,000回載荷後

310,000回載荷後

600,000回載荷後 載荷試験後
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図 4 に，各ケースの載荷点直下のまくらぎにおける

まくらぎ変位振幅（まくらぎ両端の平均値）の推移を

示す。各載荷条件ともに散水直後に変位振幅が進行す

る傾向を示した。なお，細粒土混入バラストの載荷荷

重 5～165kN において，散水直後（31 万回）に著大な

変位が発生したため，載荷試験を中断した。 

図 5 および図 6 に，Ksおよび TDの推移を示す。Ks

および TDは，まくらぎ両端の平均値を用いた。Ksは各

ケースともに載荷 1 万回までに顕著に減少し，その後

30 万回まで一定に推移した。散水後に若干減少したも

のの，載荷 31 万回以降概ね一定に推移した。Ksの推移

とまくらぎ変位振幅の推移を比較すると，概ね同様の

傾向であることが確認された。 

TD は各ケースともに載荷 30 万回まで概ね一定に推

移し，散水後には新バラストの載荷荷重 5～105kN と

細粒土混入バラストの載荷荷重 5～165kN において増

加が確認されたが，その他のケースにおいては載荷 60

万回まで概ね一定に推移した。TD の推移とまくらぎ変

位振幅の推移を比較すると，Ks の推移と同様に，概ね

同様の傾向であることが確認された。 

3．まくらぎ変位振幅と軌道支持剛性との関係 

 実物大模型試験により，Ksおよび TDの推移とまくら

ぎ変位振幅に相関関係があることが確認されたことか

ら，その関係の定式化を行った。表 1 に示す載荷回数

における，各ケースの各載荷荷重における Ksおよび TD

とまくらぎ変位振幅で整理した。なお，ここではまく

らぎ端部毎で整理することとした。 

図 7 に載荷点直下におけるまくらぎ端部毎の Ks と

TD の関係を示す。同図より，Ks と TD は，非線形の相

関関係にあることを確認した。 

図 8にまくらぎ端部毎の Ksとまくらぎ変位振幅の関

係を示す。同図より，曲線近似により定式化すること

で，Ksから原位置におけるまくらぎ変位振幅（HKs）を

推定することが可能となる。 

4．まとめ 

以上の結果より，近似式を用いることで，FWD 測定結果から，列車荷重（1 軸）が作用した際の原位

置におけるまくらぎ変位振幅を推定することができると考えられる。 

なお，本報で示す Ksとまくらぎ変位振幅の関係式は，軌道諸元が 50kgN レール，PC まくらぎ 3 号

および実物大模型の路盤条件の結果を基にしたものであり，軌道諸元が異なる場合では，Ksとまくらぎ

変位振幅の関係式を，別途，試験および解析等によって検討する必要がある。 

0 10 20 30 40 50 60
8

6

4

2

0
　　　　　　　　　　　　5-105kN　　5-165kN
新バラスト　　　　　　　 　　　　
細粒土混入バラスト　  　　　 

 

 
ま

く
ら

ぎ
変

位
振

幅
（m

m
）

載荷回数（万回）

散水

 
図 4 まくらぎ変位振幅の推移 
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図 8 Ksとまくらぎ変位振幅の関係 
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